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     令和８年度介護保険特別会計当初予算（案）概要 

歳 出  

１款 総務費 
 １項１目 一般管理費（介護保険の運営に係る計上的な経費） 

 ・人件費３名分（給料 10,842 千円、職員手当 6,296 千円、共済費３,397 千円） 

 ・介護保険事業計画策定業務委託料 3,883 千円 

  【令和７年度当初予算比較】 2,625 千円の増（人件費 1,306 千円増、委託料 

1,243 千円増、総合事務組合負担金 1,856 千円減等） 

 

 ２項１目 賦課徴収費（介護保険料の賦課に係るシステム使用料などの経費） 

・QR コード対応用の納付書作成費 ２０７千円 ←令和７年度のみ 

・QR コード対応に係るシステム改修委託料 ６６千円 ←令和７年度のみ 

 【令和 7 年度当初予算比較】488 千円の減（需用費、委託料の減による） 

  納付書を QR コード対応にするための作成費、システム改修費が令和７年度単年で 

  あったため減。 

 ３項１目 認定調査等費（介護認定に必要な認定調査や審査会に係る経費） 

・認定調査員（3 名分）の報酬・旅費や介護認定審査会等に係る経費を計上   

報酬：4,172 千円  旅費：149 千円 

【令和７年度当初予算比較】420 千円の増（認定調査員の報酬・旅費の増等による） 

 

２款 保険給付費 
 ・訪問看護や訪問リハなど訪問系サービスや介護予防の給付費が増加傾向にあ

りますが、地域密着型サービス（上埴生の郷）や施設系（特養・老健）サー

ビスの給付費が減少している状況などを踏まえ予算計上している。 

  介護給付    916,566 千円（７年度当初予算比較 22,181 千円減） 
介護予防     18,500 千円（7 年度当初予算比較  4,542 千円増） 

高額介護     21,600 千円（7 年度当初予算比較  ３,636 千円減） 

特定入所者    32,880 千円（7 年度当初予算比較   390 千円減） 

保険給付費全体 994,222 千円（令和７年度当初予算比較）21,665 千円の減 

 

４款 地域支援事業費 
１項 介護予防・日常生活支援総合事業費（介護予防に係る各サービス費など） 

・令和７年度の実績を考慮したなかで、通所型サービスの利用が減少していること 

による委託料の減 

  13,471 千円 （令和７年度当初予算比較 212 千円の減） 

 

 ２項 包括的支援事業費（包括の運営に係る経費や認知症予防に係る経費など） 

 ・包括支援センターに係る人件費などの経常的な経費や生活支援体制整備事業、認知

症初期集中支援チーム・認知症学習会など認知症の予防に係る経費などを計上  

生活支援体制整備事業費：4,302 千円 ※社会福祉協議会へ委託 

【令和 7 年度当初予算比較】 6,992 千円の減（人件費：7,198 千円増、生活支援

体制整備事業：284 千円増、備品購入費(パソコン)125 千円増など） 

 

３項 任意事業費 

・成年後見制度利用支援事業に係る経費 415 千円を計上 

【令和 7 年度当初予算比較】 15 千円増 

 新規に権利擁護支援検討会議の弁護士や司法書士などの報償費 15 千円を計上 

参考資料② 
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歳 入  
 

１款 保険料 
令和８年度当初予算額：226,042 千円（令和７年度当初予算比較：7,410 千円の増） 

制度改正により所得段階９段階から１３段階へ増やしたことで高所得層の対象者が 

増えたため。 

 

３款 国庫支出金 ～ ５款 県支出金 
保険給付費や地域支援事業費の費用に対して法定の負担割合で交付されるものであ 

あり、割合については国で 25%、支払基金で 27％（４０歳から６４歳）、県と町 

でそれぞれ 12.5％、第１号被保険者（６５歳以上）の保険料 23％合わせて 100 

％の割合となります。 

令和８年度当初予算額としては 

・国庫支出金   233,372 千円（令和 7 年当初予算比較：▲15,923 千円の減） 

・支払基金交付金 272,077 千円（令和 7 年当初予算比較：▲5,907 千円の減） 

・県支出金が   155,663 千円（令和 7 年当初予算比較：▲4,236 千円の減） 

国・支払基金・県共に保険給付費・地域支援事業費が減少したことに伴い、介護給付

費負担金・地域支援事業交付金それぞれ減となっております。 

 

８款 繰入金 
保険給付費や地域支援事業費の費用に対し法定の負担割合に応じて町から繰入され 

るもの。 

 令和８年度当初予算：196,835 千円（令和 7 年当初予算比較：▲7,344 千円の減） 
内訳として 

・介護給付費繰入金  介護給付費の町負担分   ▲2,708 千円の減 

・運 営 費 繰 入 金  総務費（人件費など）    2,649 千円の増 

・地域支援事業繰入金  地域支援事業費の町負担分 ▲1,349 千円の減 

 ・保険料軽減費繰入金  低所得者保険料軽減費   ▲25 千円の減 

・介護給付費準備基金繰入金 保険給付費の減に伴い ▲5,911 千円の減 

 

 

 

歳入・歳出合計：1,085,000 千円（R7 当初予算比較：26,000 千円の減） 
 


